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仕 様 書 

 

１ 件名 

立川市外国語指導助手委託（派遣事業）（単価契約）（複数年） 

 

２ 事業目的 

立川市立小学校及び中学校に外国語指導助手を派遣※して学習指導補助を行い、外国語

活動（英語）及び外国語科（英語）の指導の充実及び国際理解教育の推進並びに平成 29

年３月 31日に告示された学習指導要領に掲げる「主体的・対話的で深い学び」の実現に

向けた外国語活動及び外国語科の授業改善を図るとともに、小学校と中学校の連携によ

る外国語指導を推進するための研究、研修等の実施を補助し、教員の指導力を向上させる

ことを目的とする。 

※当該派遣は、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法

律（昭和 60年法律第 88号。以下「労働者派遣法」という。）に基づく労働者派遣をいう。 

 

３ 契約期間 

契約締結日から令和 12年３月 31日まで 

（派遣期間は令和９年４月１日から令和 12年３月 31日まで） 

 

４ 派遣場所 

立川市立小学校 19校、立川市立中学校９校及び立川市教育委員会事務局（以下「発注

者」という。）が指定する場所 

 

５ 派遣人数・派遣日数 

外国語指導助手を派遣する人数及び個々の外国語指導助手の年間派遣日数は、発注者

が示す学校ごとの派遣日数（別紙「学校別 ALT年間授業予定日数」を参照）に基づき、受

注者（派遣元）が配置体制を提案、各年度授業開始前までに発注者、各学校と協議の上、

決定する。その際配置日程表は受注者（派遣元）が作成するものとする。ただし、当該配

置体制は、学習指導要領や各学校の教育課程に応じて変更となる可能性がある。 

※発注者が示す年間授業予定日数は令和８年６月１日現在の通常学級における想定学級

数を基に算出しているため、変更となる場合がある。 

 

６ 派遣日程・派遣時間 

（１）外国語指導助手を派遣する日程は、原則として学校開校日とする。 

（２）外国語指導助手を派遣する時間は、１日あたり７時間 30分（原則、実働６時間 30

分、休憩 60分）とする。なお、開始時間及び休憩時間は、派遣先の学校の時程に
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合わせて個別に調整すること。また、原則として時間外勤務は行わないが、事前打

合せや研修等のためにやむを得ず勤務が必要となる場合には、発注者、派遣先の学

校管理職及び受注者（派遣元）の協議により、対応を決定する。 

（３）派遣先の学校あるいは外国語指導助手のやむを得ない事情により、あらかじめ日程

表に定められた日程での勤務ができない場合は、発注者、派遣先の学校管理職及び

受注者（派遣元）の協議により、勤務日の振替を行うか、代替となる外国語指導助

手を派遣するかを決定すること。 

 

７ 外国語指導助手の業務 

本契約に基づき学校に派遣される外国語指導助手の業務は、次のとおりとする。 

（１）外国語指導 

     学習指導要領等の関係例規を前提とし、派遣先の学校管理職や外国語活動等担

当教員の指示に従い、派遣先の学校の授業に参加して、児童・生徒の学習指導の補

助を行うこと。なお、その際の基本的な指導目標については、以下のとおりである。 

① 小学校では、児童が外国語の音声や基本的な表現に慣れ親しみながら、言語や

文化について体験的に理解を深め、積極的にコミュニケーションを図ろうとす

る態度を育てる。また、学習指導要領に沿い、外国語による聞くこと、読むこ

と、話すこと、書くことの言語活動を通して、コミュニケーションの素地の育

成を図る。 

② 中学校では、外国語を通じて、言語や文化に対する理解を深め、積極的にコミ

ュニケーションを図ろうとする態度の育成を図る。また、学習指導要領に沿い、

外国語による聞くこと、読むこと、話すこと、書くことの言語活動を通して、

簡単な情報や考えなどを理解したり表現したり伝え合ったりするコミュニケ

ーション能力・資質の育成を図る。 

（２）授業準備 

教員の授業準備を補佐し、学習指導要領を踏まえた教員の授業改善に資する指

導案作成・指導方法に対する助言と情報提供、さらに毎回の授業で使用する教材の

作成補助及び教材研究補助を行うこと。特に小学校においては、授業の円滑な推進

のためカリキュラム開発等に協力すること。 

（３）事前打合せ 

各回の授業の実施にあたり、必ず担当教員と事前打合せを実施し、学習の目当て

と授業中の役割分担を明確にして授業に臨むこと。 

 （４）教員研修 

     発注者あるいは学校が主催する教員研修や研究協議会を含む校内研究等に参加

し、助言と協力を行うこと。具体的な参加方法や日程については、発注者、派遣先

の学校管理職及び受注者（派遣元）の協議により、決定する。 
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 （５）国際理解教育への協力 

     国際理解教育を推進するため、総合的な学習の時間や中学校部活動、国際交流活

動などを中心として、学校生活全般において児童・生徒の外国文化の理解に協力す

るとともに、授業の空き時間においては、積極的に教員や児童・生徒及び保護者と

交流すること。 

（６）その他 

上記のほか、受注者（派遣元）が提案した企画等で、発注者、派遣先の学校管理

職及び受注者（派遣元）の協議により、必要と認めた業務を行うこと。 

 

８ 外国語指導助手の資格条件 

学校へ派遣する外国語指導助手は、次に掲げる要件を満たすこと。 

（１）母語（公用語を含む。）が英語あるいは同等の英語力を有し、中学校英語教科書の

教師用指導書付属音声と同等の英語の発音・イントネーションで指導ができる者 

（２）学士号以上の学位を有する者 

（３）教員資格を保持しているか、日本国内の小学校又は中学校において外国語指導助

手としての英語指導あるいは同等の経験があり、指導案や指導方法、カリキュラ

ム開発について教員へ適切な助言ができる者 

（４）教員と授業の打合せが出来る程度の日本語能力を有する者 

 （５）自ら積極的に児童・生徒への肯定的な声掛けや教員とのコミュニケーションを図

り、熱意を持って業務にあたることができる者 

 （６）日本の教育環境等を十分に理解し、人間性、協調性に富む者 

（７）定期的に健康診断を受け、心身共に健康で職務に専念することができる者 

（８）入国要件を備え、日本での就労に係る手続きをすべて整え、かつ、在留期間を超え

ない者 

（９）原則として契約期間中、継続して同じ学校に勤務することができる者 

（10）基本的なパソコン操作等ができる者 

（11）学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のため

の措置に関する法律（令和６年法律第 69号。以下「こども性暴力防止法」という。）

第 33条に規定する犯罪事実確認書により、同法第２条第８項に規定する特定性犯

罪事実該当者に該当しないことの確認が可能である者 

（12）こども性暴力防止法に基づき、こども家庭庁が示す標準教材を使用した研修を受講

した者 

 

９ 外国語指導助手の注意事項 

（１）先に掲げた事業目的や業務内容を踏まえ、教育施設であることを認識して服務する

こと。 
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（２）勤務中は、常に清潔な服装に心がけること。また、児童・生徒に対する言葉遣いや

態度には十分に気を配って接すること。 

（３）勤務中は、派遣先の学校管理職の指示に基づき、充分な注意と誠意をもって教員及

び学校関係者と連携し、その能力を充分発揮するよう努めること。 

（４）勤務中に児童・生徒等に事故が発生した場合あるいは施設備品の破損等を発見した

場合は、速やかに派遣先の学校管理職へ連絡して指示を受けること。 

（５）勤務開始時及び終了時に、派遣先の学校管理職へその旨を報告すること。 

（６）学校の規則等を遵守し、職務上知り得た一切の情報を第三者に開示、漏えいしない

こと。 

（７）基本的な感染症対策を行った上で服務すること。また、学校保健安全法施行規則（昭

和 33 年文部省例第 18 号）18 条に定める感染症の疑いが認められる場合は、ただ

ちに出勤を停止し、報告すること。 

 

10 受注者（派遣元）の業務 

（１）適格者の派遣 

     「８ 外国語指導助手の資格条件」に適する外国語指導助手を派遣すること。ま

た、派遣期間中は、同一の学校へ同一の外国語指導助手を継続して派遣すること。

やむを得ない場合の緊急帰国や勤務態度が優れない等の事由により、外国語指導

助手の変更が必要な場合には、派遣先の学校管理職の意向を尊重し、速やかに人員

補充できる体制を構築しておくこと。 

（２）外国語指導助手の管理 

     外国語指導助手の税金、保険、その他法律上の金銭的な責任、在留資格の取得、

就労要件の確認、住居、交通手段及び生活面等について、一切の管理責任を負い、

安定した外国語指導助手の派遣を行うこと。 

（３）就業場所の情報提供 

外国語指導助手に対しては、派遣先の学校の所在地や通勤方法の確認と伝達を

行う等、円滑に勤務するために必要とされる就業場所に関する一切の情報提供を

行うこと。 

（４）統括責任者の選任 

外国語指導助手を管理・統率するための統括責任者を定めること。なお、統括責

任者は、受注者（派遣元）において十分に責任を取りうるべき立場にある者を充て

ること。 

（５）外国語指導助手管理コーディネーターの選任 

外国語指導助手の日々の勤務を適正に管理するため、立川市を担当する外国語

指導助手管理コーディネーターを選任すること。また、その条件および業務内容は、

以下のとおりとする。 
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①外国語指導助手管理コーディネーターは、受注者（派遣元）において十分に責任

を取りうるべき立場にある者を充てること。 

②外国語指導助手管理コーディネーターは、定期的に発注者、派遣先の学校管理職

と外国語指導助手に関する連絡・調整を行い、必要に応じて改善を図ること。 

③外国語指導助手管理コーディネーターは、１校あたり年間２回以上の巡回訪問

を行い、外国語指導助手の勤務状況や学校からの要望等を把握し、発注者へ報告

すること。 

④外国語指導助手管理コーディネーターは、外国語指導助手が配置表に定められ

た勤務日当日に病気や怪我等の不測の事態で遅刻あるいは欠勤する場合、必ず

勤務開始時間までに学校に連絡し、その後、速やかに発注者に報告すること。ま

た、その際の対応については、派遣先の学校管理職と協議し、速やかに対処する

こと。 

⑤学校の都合により勤務日程を変更する場合や天災・感染症対策等により学校が

臨時休業となった場合には、発注者あるいは派遣先の学校管理職から外国語指

導助手管理コーディネーターに連絡することとし、外国語指導助手管理コーデ

ィネーターより外国語指導助手へその旨を伝達すること。また、その際の対応に

ついては、発注者、派遣先の学校管理職及び受注者（派遣元）の協議により、決

定する。 

 （６）苦情処理担当者の選任 

外国語指導助手からの派遣就業に関する苦情の申出を受ける苦情処理担当者を

選任し、受注者（派遣元）において苦情処理を行う体制や、苦情の申出を受けた場

合の発注者との連絡体制を整えること。なお、苦情処理担当者は、受注者（派遣元）

において十分に責任を取りうるべき立場にある者を充てること。 

（７）研修の実施 

    ①学校派遣前に外国語指導助手に対する事前研修を実施し、日本の学校及び教育

事情、出身国と日本との文化や生活習慣の違いとその対応方法、学習指導要領等

を十分理解させること。また、外国語活動等に関する指導方法、教材の作成方法、

効果的なティーム・ティーチングのための留意点等、実践的な指導力を身に付け

させること。 

    ②前項の事前研修の内容に、児童対象性暴力等の防止に対する関心を高めること

を目的とした研修も含め理解を深めさせること。また、当該研修はこども家庭庁

が示す標準教材により実施すること。なお、研修実施後には研修受講確認のため、

研修受講管理表を発注者へ提出すること。 

③外国語指導助手の指導力の維持・向上を図り、業務を適正かつ効率的に行うこと

ができるよう、事前研修以外にも定期的にスキルアップ研修を行うこと。特に、

小中連携教育については、立川市が目指す小中連携教育を理解し、実践できる指
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導力を身に付けさせること。 

 （８）服務指導及び労務管理 

     外国語指導助手の勤務態度、勤務状況の把握に努め、必要に応じて適切な指導を

行うこと。また、派遣先の学校へ外国語指導助手の勤務状況に関するアンケート等

を実施し、その結果を発注者へ報告するとともに、必要に応じて指摘事項を改善す

ること。 

（９）定期健康診断の実施 

     労働安全衛生法第 66条に定める健康診断等を行い、必要な予防接種等を受けさ

せること。 

 （10）外国語指導助手の交代 

     次に掲げる状況に当てはまる場合、受注者（派遣元）は速やかに要請に応えうる

相応の措置を図ること。 

①外国語指導助手が指揮命令に従わない場合 

②「８．外国語指導助手の資格条件」に該当しない場合 

③発注者又は派遣先の学校管理職から外国語指導助手の業務改善又は交代の要請

があった場合 

④こども性暴力防止法第４条に規定する犯罪事実確認の結果により、法に基づく

措置が必要となった場合 

（11）教員研修等への協力 

①発注者が主催する外国語活動研修の企画・立案、研究等に協力し、専門的な知識・

技能を有する外国語指導助手等を講師として派遣すること。 

②学校が主催する教員研修や研究協議会を含む校内研究等の企画立案に協力し、

外国語指導助手等を派遣すること。 

 （12）事業効果の測定 

     発注者と協議の上、学期ごとに実施内容・取り組み・効果を検証した実績報告書

を作成し、提出すること。また、年度開始時と終了時に児童・生徒に対し、理解度

や学びに関するアンケート調査を行い、事業効果の測定を行うこと。 

 （13）受注者（派遣元）の企画提案により実施する業務 

     受注者（派遣元）は学習指導要領（平成 29年告示）実施における有効策を提案

し、発注者と協議の上業務に組みこむこと。 

 

11 受注者（派遣元）の責務  

（１）労働基準法、労働者派遣法、その他労働関係法規を遵守すること。 

（２）こども性暴力防止法を遵守し、関連法規に係る業務に協力すること。 

（３）個人情報の取扱いに関しては、別紙「個人情報の取扱いに関する特記仕様書」に定

めるところによることとする。また、受注者（派遣元）は、外国語指導助手が本業
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務の遂行上知り得た個人情報についても同様に責任を持つこと。 

12 派遣先責任者及び指揮命令者、苦情処理担当者 

（１）本事業における派遣先責任者は、派遣先の学校長とする。 

（２）本事業における指揮命令者は、派遣先の学校長とする。 

（３）本事業における苦情処理担当者は、派遣先の学校長及び立川市教育委員会事務局

教育部指導課長とする。 

 

13 契約単価 

契約単価は、外国語指導助手１人１日当たりの派遣料とすること。なお、当該単価には

受注者（派遣元）の管理費、研修費、交通費、感染症対策にかかる消耗品経費など、外国

語指導助手を派遣先の学校の授業等に派遣するために必要となる諸経費の一切が含まれ

るものとする。 

 

14 支払方法 

（１）月払いとし、受注者（派遣元）は契約単価に各月の派遣日数及び消費税を乗じた金

額を請求すること。なお、消費税には地方消費税を含み、１円未満の端数があると

きは、その端数額を切り捨てる。 

（２）受注者（派遣元）は、各月の業務終了後に発注者に勤務報告書を提出すること。発

注者は、各月の業務完了を確認した後、適正な請求書を受理した日から 30 日以内

に代金を支払うものとする。 

（３）なお、支払い対象となる期間は令和９年４月１日から令和 12 年３月 31 日までと

する。 

 

15 再委託の禁止 

受注者（派遣元）は、この業務の全部又は主要な部分を第三者に再委託してはならない。

ただし、業務の主要な部分を除く一部についての再委託については、あらかじめ発注者の

書面による承諾を得た場合は、この限りでない。 

 

16 損害賠償 

受注者（派遣元）は、外国語指導助手の故意又は過失により、児童や教員をはじめとす

る学校関係者、発注者あるいは第三者に損害を与えたときは、その損害相当額を賠償する

こと。ただし、受注者（派遣元）の責に帰するべきでない事項については、その限りでな

い。 

 

17 その他 

（１）発注者は、外国語指導助手の雇用環境等を確認するため、受注者（派遣元）に対し
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て必要な書類の提出を求めることができる。 

（２）感染症拡大防止等のための学校の臨時休業等で学校での勤務が出来ない場合は、発

注者と受注者（派遣元）で勤務形態及び支払金額等について協議し、決定すること。 

（３）発注者と受注者（派遣元）で協議を行う際は、受注者（派遣元）が議事録を作成し、

発注者の承認を得るものとする。 

（４）本仕様に定めのない事項や疑義が生じた場合は、発注者と受注者（派遣元）が誠意

をもって協議し、決定すること。 

 

 



委託版 

個人情報の取扱いに関する特記仕様書 
 

受注者は、本契約による業務（以下「この委託業務」という。）を処理するために個人情報を取り扱う場合は、

個人情報の保護に関する法令等及び立川市の情報セキュリティポリシーを遵守し、又はその趣旨を尊重し、契約

書及び仕様書等に定める事項のほか、この特記仕様書に定める事項に従って契約を履行しなければならない。 

 

（用語の定義） 

第１条 この特記仕様書における個人情報は、次の各号のいずれかに該当するものをいう。 

(１) 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図画若しくは電磁的記録（電磁的方式（電

子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式をいう。）で作られる記録

をいう。）に記載され、若しくは記録され、又は音声、動作その他の方法を用いて表された一切の事項（個

人識別符号（個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）第２条第２項に規定する個人識別

符号をいう。以下同じ。）を除く。）をいう。以下同じ。）により特定の個人を識別することができるもの

（他の情報と照合することができ、それにより特定の個人を識別することができることとなるものを含

む。） 

(２) 個人識別符号が含まれるもの 

 

（秘密保持義務） 

第２条 受注者は、本契約の履行に関して知り得た個人情報をみだりに第三者に漏らしてはならない。契約期間

満了後又は契約解除後も同様とする。 

 

（再委託の禁止） 

第３条 受注者は、この委託業務の全部又は主要な部分を第三者に再委託してはならない。ただし、委託業務の主

要な部分を除く一部についての再委託については、あらかじめ、発注者の書面による承諾を得た場合は、この限

りでない。 

２ 前項ただし書の規定により再委託する場合においては、受注者は、再委託先に対して本契約に基づく一切の

義務を遵守させるとともに、再委託先の全ての行為及びその結果について責任を負うものとする。 

 

（個人情報の目的外利用及び第三者への提供の禁止） 

第４条 受注者は、発注者の指示又は承諾がある場合を除き、この委託業務において取り扱う個人情報について、

当該業務以外の目的で利用し、又は第三者に提供してはならない。 

 

（複写又は複製の禁止） 

第５条 受注者は、発注者の指示又は承諾がある場合を除き、この委託業務において取り扱う個人情報を複写し、

又は複製してはならない。 

 

（個人情報の持ち出し） 

第６条 受注者は、この委託業務において取り扱う個人情報について、業務上の必要がある場合に限り、最小限の

範囲で、指定された場所から持ち出すことができる。この場合において、受注者は施錠できる専用ケースに収納

したうえで専用車により搬送し、発注者及び受注者は授受等の確認を行わなければならない。 

２ 前項の規定により個人情報を搬送する場合において、緊急時又はその他の事情で専用車が使用できないとき



 

は、受注者は、速やかに発注者に報告して指示を受けなければならない。 

 

（個人情報の返還又は処分） 

第７条 受注者は、この委託業務が完了したとき又は本契約が解除されたときは、この委託業務において取り扱

う個人情報を速やかに発注者に返還しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、発注者と受注者とが協議のうえ、受注者が個人情報を廃棄する場合は、受注者は、

第三者の利用に供されることのないよう善良な管理者の注意をもって、焼却、裁断等により処分しなければな

らない。 

 

（事故報告義務） 

第８条 受注者は、個人情報の保護に関して事故が生じ、又は生ずるおそれがあるときは、直ちに発注者に通知

し、発注者の指示に従って当該事故の解決に努めるとともに、遅滞なくその状況について書面をもって発注者

に報告しなければならない。 

 

（立入検査及び調査） 

第９条 発注者は、必要があると認めたときは、受注者がこの委託業務において取り扱う個人情報の管理状況等

について、随時に立入検査又は調査をし、受注者に対して必要な報告を求めることができる。 

２ 前項の規定により、立入検査、調査又は報告の求めがあったときは、受注者は、これに従わなければならな

い。 

 

（従事者名簿の提出） 

第１０条 受注者は、この委託業務を処理するために、個人情報を取り扱う者及び発注者の情報システムの設置

場所に立ち入る者の名簿を提出して発注者の了承を得るとともに、その者に身分証明書を携行させなければな

らない。 

 

（従事者に対する監督・教育） 

第１１条 受注者は、個人情報の保護、情報セキュリティに対する意識の向上、この特記仕様書における従事者が

遵守すべき事項及び本契約の履行に必要な教育及び研修を従事者全員に対して実施し、監督しなければならな

い。 

 

（契約解除） 

第１２条 発注者は、受注者がこの特記仕様書に記載された事項に違反した場合は、契約を解除できるものとす

る。 

２ 受注者は、当該契約解除によって損害を受けた場合においても、発注者に対して、その損害の賠償を請求する

ことはできないものとする。 

 

（損害賠償） 

第１３条 受注者がこの特記仕様書に記載された事項に違反したことにより、発注者が損害（第三者に及ぼした

損害を含む。）を受けた場合は、受注者は、その損害を賠償しなければならない。ただし、その損害のうち、発

注者の責めに帰すべき理由により生じたものについては、発注者が負担する。 

 

以上 


